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令和９年度介護報酬改定に向けた要望書 

 介護現場は、深刻な人材不足に加え、物価・光熱水費等の高騰や賃金上昇への対応など、極め

て厳しい状況に直面しております。介護事業は公定価格を基本として運営されていることから、

こうした環境変化への対応には限界があり、介護サービスの安定的な提供にも影響が生じかねま

せん。 

 現在、令和９年度介護報酬改定に向けた検討が進められていることを踏まえ、介護現場の危機

的な状況を改善し、必要な介護サービスを将来にわたり安定的かつ継続的に提供できる体制を確

保するため、下記の事項について必要な措置と十分な財源を確保されるよう、要望いたします。 

 

１．介護サービスを安定的かつ継続的に提供できる経営基盤を確保するため、基本報酬を

十分に引き上げること。 

２．介護人材を確保するため、全産業と遜色のない賃金水準の実現に向け、介護従事者の

毎年の賃金改善を図るとともに、人材確保に必要な支援を講じること。 

３．物価上昇によるコスト増を適切に反映するため、以下の措置を講じること。 

・   物価動向を踏まえた毎年の対応を行うこと。 

・ 前回改定以降の物価上昇によるコスト増に対し、必要な対応・支援を行うこと。 

 



１．調査概要（団体、期間、回答数）
（１）調査団体（1７団体）

全国老人保健施設協会、全国老人福祉施設協議会、⽇本認知症グループホーム協会、
日本慢性期医療協会（介護医療院）、全国介護事業者連盟、高齢者住まい事業者団体連合会、
『民間事業者の質を高める』全国介護事業者協議会、日本在宅介護協会、全国社会福祉法人経営者協議会
日本福祉用具供給協会、日本看護協会、日本介護支援専門員協会、全国デイ・ケア協会、
日本理学療法士協会、日本作業療法士協会、日本言語聴覚士協会、日本介護福祉士会

（２）調査期間 令和８年９月１０日～９月２８日 （１９日間）
（３）調査回答数 回答数 1,445件（8,219事業所分）

1

【緊急！】介護分野の幅広い職種の賃上げ及び介護事業所の経営状況等調査（速報）

令和８年10月2日現在

回答数 構成割合

1 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 1,328 16.2%

2 介護医療院 40 0.5%

3 介護老人保健施設 922 11.2%

4 認知症対応型共同生活介護（認知症グループホーム） 695 8.5%

5 特定施設入居者生活介護（介護付き有料老人ホーム、軽費老人ホーム、ケアハウス） 2,154 26.2%

6 特定施設入居者生活介護以外（サ高住、有料老人ホーム等） 104 1.3%

7 訪問介護 177 2.2%

8 訪問看護 41 0.5%

9 訪問リハ 329 4.0%

10 訪問入浴 386 4.7%

11 通所リハ 607 7.4%

12 通所介護（デイサービス） 1,039 12.6%

13 居宅介護支援 105 1.3%

14 （看護）小規模多機能型居宅介護 13 0.2%

15 福祉用具 274 3.3%

16 5 0.1%

8,219 100.0%

No サービス種別
回答数

介護保険
施設

居住系

在宅系

その他

合計


2025夏

				サービス種別 シュベツ				回答数 カイトウスウ				事業所数 ジギョウショスウ

								回答数 カイトウ スウ		構成割合 コウセイ ワリアイ		1事業所 ジギョウショ		法人単位1 ホウジン タンイ		法人単位2 ホウジンタンイ		合計 ゴウケイ		構成割合 コウセイ ワリアイ

				介護保険施設 カイゴホケンシセツ		介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）		540 		23.2%		339		1423				1762		15.3%

						介護医療院		25 		1.1%		21		12				33		0.3%

						介護老人保健施設		354 		15.2%		304		313				617		5.4%

				在宅系 ザイタクケイ		訪問介護		78 		3.3%		40		2918				2958		25.7%

						訪問看護 ホウモンカンゴ		68 		2.9%		61		36				97		0.8%

						訪問リハ ホウモン		110 		4.7%		110						110		1.0%

						訪問入浴 ニュウヨク		5 		0.2%		3		268				271		2.4%

						通所リハ ツウショ		306 		13.1%		238		18				256		2.2%

						通所介護（デイサービス）		157 		6.7%		119		1089				1208		10.5%

						（看護）小規模多機能型居宅介護		12 		0.5%		12		25				37		0.3%

						定期巡回・随時対応型訪問介護看護		4 		0.2%		8						8		0.1%

						居宅介護支援 キョタク カイゴ シエン		229 		9.8%		212		56				268		2.3%

				居住系 キョジュウケイ		認知症対応型共同生活介護（認知症グループホーム）		121 		5.2%		80		940				1020		8.9%

						特定施設入居者生活介護（介護付き有料老人ホーム） カイゴツ ユウリョウ ロウジン		41 		1.8%		88		2149				2237		19.5%

						特定施設入居者生活介護（軽費老人ホーム、ケアハウス）		23 		1.0%		24		33				57		0.5%

						特定施設入居者生活介護（サ高住、有料等） ユウリョウ		8 		0.3%		8		47				55		0.5%

						サ高住、有料（特定以外） コウジュウ ユウリョウ		5 		0.2%		5		18				23		0.2%

						軽費老人ホーム、ケアハウス（特定以外）		107 		4.6%		38		7				45		0.4%

						福祉用具 フクシヨウグ		108 		4.6%		4		294				298		2.6%

				その他 ホカ				29 		1.2%		29		100				129		1.1%

				合計 ゴウケイ				2,330 		100.0%		1743		9746		0		11489		100.0%

						総回答数		1918

						１事業所 ジギョウショ		1409				11421

						複数事業所 フクスウ ジギョウショ		509		10012



		No		サービス種別 シュベツ				回答数 カイトウスウ

								回答数 カイトウ スウ		構成割合 コウセイ ワリアイ

		1		介護保険施設 カイゴホケンシセツ		介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）		1,762 		14.9%				339		1423		1762

		2				介護医療院		33 		0.3%				21		12		33

		3				介護老人保健施設		617 		5.2%				304		313		617

		4		居住系 キョジュウケイ		認知症対応型共同生活介護（認知症グループホーム）		1,020 		8.6%				80		940		1020

		5				特定施設入居者生活介護（介護付き有料老人ホーム、軽費老人ホーム、ケアハウ） カイゴツ ユウリョウ ロウジン		2,537 		21.5%				131		2406		2537

		6				特定施設入居者生活介護以外（サ高住、有料老人ホーム等） イガイ コウジュウ ユウリョウ ロウジン トウ		107 		0.9%				66		41		107

		7		在宅系 ザイタクケイ		訪問介護		2,958 		25.0%				40		2918		2958

		8				訪問看護 ホウモンカンゴ		97 		0.8%				61		36		97

		9				訪問リハ ホウモン		217 		1.8%				88		129		217

		10				訪問入浴 ニュウヨク		271 		2.3%				3		268		271

		11				通所リハ ツウショ		251 		2.1%				110		141		251

		12				通所介護（デイサービス）		1,208 		10.2%				119		1089		1208

		13				居宅介護支援		268 		2.3%				212		56		268

		14				（看護）小規模多機能型居宅介護		32 		0.3%				7		25		32

		15				定期巡回・随時対応型訪問介護看護		26 		0.2%				3		23		26

		16				福祉用具 フクシ ヨウグ		298 		2.5%				4		294		298

		17		その他 ホカ				115 		1.0%				15		100		115

				合計 ゴウケイ				11,817 		100.0%				1603		10214		11817

						01_公益社団法⼈全国⽼⼈保健施設協会		369		19.2%

						02_公益社団法⼈全国⽼⼈福祉施設協議会		739		38.5%

						03_公益社団法⼈⽇本認知症グループホーム協会		78		4.1%

						04_⼀般社団法⼈⽇本慢性期医療協会		23		1.2%

						05_⼀般社団法⼈全国介護事業者連盟		103		5.4%

						06_⾼齢者住まい事業者団体連合会		123		6.4%

						07_⼀般社団法⼈『⺠間事業者の質を⾼める』全国介護事業者協議会		11		0.6%

						08_⼀般社団法⼈⽇本在宅介護協会		43		2.2%

						09_全国社会福祉法⼈経営者協議会		147		7.7%

						10_一般社団法人全国デイ・ケア協会		28		1.5%

						11_一般社団法人日本介護支援専門員協会		186		9.7%

						12_一般社団法人日本福祉用具供給協会		4		0.2%

						13_公益社団法人日本看護協会		64		3.3%

								1918



01_公益社団法⼈全国⽼⼈保健施設協会	02_公益社団法⼈全国⽼⼈福祉施設協議会	03_公益社団法⼈⽇本認知症グループホーム協会	04_⼀般社団法⼈⽇本慢性期医療協会	05_⼀般社団法⼈全国介護事業者連盟	06_⾼齢者住まい事業者団体連合会	07_⼀般社団法⼈『⺠間事業者の質を⾼める』全国介護事業者協議会	08_⼀般社団法⼈⽇本在宅介護協会	09_全国社会福祉法⼈経営者協議会	10_一般社団法人全国デイ・ケア協会	11_一般社団法人日本介護支援専門員協会	12_一般社団法人日本福祉用具供給協会	13_公益社団法人日本看護協会	369	739	78	23	103	123	11	43	147	28	186	4	64	







2026春

				サービス種別 シュベツ				回答数 カイトウスウ				事業所数 ジギョウショスウ

								回答数 カイトウ スウ		構成割合 コウセイ ワリアイ		1事業所 ジギョウショ		法人単位1 ホウジン タンイ		法人単位2 ホウジンタンイ		合計 ゴウケイ		構成割合 コウセイ ワリアイ

				介護保険施設 カイゴホケンシセツ		介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）		624 		28.1%		393		1348				1741		25.6%

						介護医療院		25 		1.1%		22		5				27		0.4%

						介護老人保健施設		372 		16.7%		273		459				732		10.8%

				在宅系 ザイタクケイ		訪問介護		46 		2.1%		26		153				179		2.6%

						訪問看護 ホウモンカンゴ		17 		0.8%		13		8				21		0.3%

						訪問リハ ホウモン		143 		6.4%		92		51				143		2.1%

						訪問入浴 ニュウヨク		1 		0.0%		0		250				250		3.7%

						通所リハ ツウショ		317 		14.3%		221		105				326		4.8%

						通所介護（デイサービス）		138 		6.2%		113		1195				1308		19.3%

						（看護）小規模多機能型居宅介護		17 		0.8%		13		11				24		0.4%

						定期巡回・随時対応型訪問介護看護		1 		0.0%		1		0				1		0.0%

						居宅介護支援 キョタク カイゴ シエン		91 		4.1%		82		19				101		1.5%

				居住系 キョジュウケイ		認知症対応型共同生活介護（認知症グループホーム）		141 		6.3%		105		574				679		10.0%

						特定施設入居者生活介護（介護付き有料老人ホーム） カイゴツ ユウリョウ ロウジン		45 		2.0%		24		572				596		8.8%

						特定施設入居者生活介護（軽費老人ホーム、ケアハウス）		58 		2.6%		41		103				144		2.1%

						特定施設入居者生活介護（養護老人ホーム等） ヨウゴ ロウジン トウ		55 		2.5%		45		51				96		1.4%

						サ高住、有料（特定以外） コウジュウ ユウリョウ		5 		0.2%		4		1				5		0.1%

						軽費老人ホーム、ケアハウス（特定以外）		49 		2.2%		49		0				49		0.7%

						養護老人ホーム（特定以外） ヨウゴ ロウジン		50 		2.2%		44		21				65		1.0%

						福祉用具 フクシヨウグ		7 		0.3%		3		265				268		3.9%

				その他 ホカ				22 		1.0%		17		20				37		0.5%

				合計 ゴウケイ				2,224 		100.0%		1581		5211		0		6792		100.0%

						総回答数		1776

						１事業所 ジギョウショ		1275				6270

						複数事業所 フクスウ ジギョウショ		501		4995



		No		サービス種別 シュベツ				回答数 カイトウスウ

								回答数 カイトウ スウ		構成割合 コウセイ ワリアイ

		1		介護保険
施設 カイゴ ホケン シセツ		介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）		1,741 		25.6%				393		1348		1741

		2				介護医療院		27 		0.4%				22		5		27

		3				介護老人保健施設		732 		10.8%				273		459		732

		4		居住系 キョジュウケイ		認知症対応型共同生活介護（認知症グループホーム）		679 		10.0%				105		574		679

		5				特定施設入居者生活介護（介護付き有料老人ホーム、軽費老人ホーム、ケアハウス） カイゴツ ユウリョウ ロウジン		836 		12.3%				110		726		836

		6				特定施設入居者生活介護以外（サ高住、有料老人ホーム等） イガイ コウジュウ ユウリョウ ロウジン トウ		119 		1.8%				97		22		119

		7		在宅系 ザイタクケイ		訪問介護		179 		2.6%				26		153		179

		8				訪問看護 ホウモンカンゴ		21 		0.3%				13		8		21

		9				訪問リハ ホウモン		143 		2.1%				92		51		143

		10				訪問入浴 ニュウヨク		250 		3.7%				0		250		250

		11				通所リハ ツウショ		326 		4.8%				221		105		326

		12				通所介護（デイサービス）		1,308 		19.3%				113		1195		1308

		13				居宅介護支援		101 		1.5%				82		19		101

		14				（看護）小規模多機能型居宅介護		24 		0.4%				13		11		24

		15				福祉用具 フクシ ヨウグ		268 		3.9%				3		265		268

		16		その他 ホカ				38 		0.6%				18		20		38

				合計 ゴウケイ				6,792 		100.0%				1581		5211		6792

						01_公益社団法⼈全国⽼⼈保健施設協会		373		21.0%

						02_公益社団法⼈全国⽼⼈福祉施設協議会		910		51.2%

						03_公益社団法⼈⽇本認知症グループホーム協会		81		4.6%

						04_⼀般社団法⼈⽇本慢性期医療協会		25		1.4%

						05_⼀般社団法⼈全国介護事業者連盟		117		6.6%

						06_⾼齢者住まい事業者団体連合会		80		4.5%

						07_⼀般社団法⼈『⺠間事業者の質を⾼める』全国介護事業者協議会		12		0.7%

						08_⼀般社団法⼈⽇本在宅介護協会		13		0.7%

						09_全国社会福祉法⼈経営者協議会		80		4.5%

						10_一般社団法人全国デイ・ケア協会		10		0.6%

						11_一般社団法人日本介護支援専門員協会		58		3.3%

						12_一般社団法人日本福祉用具供給協会		4		0.2%

						13_公益社団法人日本看護協会		13		0.7%

								1776



01_公益社団法⼈全国⽼⼈保健施設協会	02_公益社団法⼈全国⽼⼈福祉施設協議会	03_公益社団法⼈⽇本認知症グループホーム協会	04_⼀般社団法⼈⽇本慢性期医療協会	05_⼀般社団法⼈全国介護事業者連盟	06_⾼齢者住まい事業者団体連合会	07_⼀般社団法⼈『⺠間事業者の質を⾼める』全国介護事業者協議会	08_⼀般社団法⼈⽇本在宅介護協会	09_全国社会福祉法⼈経営者協議会	10_一般社団法人全国デイ・ケア協会	11_一般社団法人日本介護支援専門員協会	12_一般社団法人日本福祉用具供給協会	13_公益社団法人日本看護協会	373	910	81	25	117	80	12	13	80	10	58	4	13	







2026秋

				サービス種別 シュベツ				回答数 カイトウスウ				事業所数 ジギョウショスウ

								回答数 カイトウ スウ		構成割合 コウセイ ワリアイ		1事業所 ジギョウショ		法人単位1 ホウジン タンイ		法人単位2 ホウジンタンイ		合計 ゴウケイ		構成割合 コウセイ ワリアイ

				介護保険施設 カイゴホケンシセツ		介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）		487 		26.7%		336		997				1333		23.2%

						介護医療院		26 		1.4%		19		21				40		0.7%

						介護老人保健施設		329 		18.1%		52		21				73		1.3%

				在宅系 ザイタクケイ		訪問介護		31 		1.7%		26		153				179		3.1%

						訪問看護 ホウモンカンゴ		17 		0.9%		13		8				21		0.4%

						訪問リハ ホウモン		140 		7.7%		92		51				143		2.5%

						訪問入浴 ニュウヨク		2 		0.1%		0		250				250		4.4%

						通所リハ ツウショ		284 		15.6%		221		105				326		5.7%

						通所介護（デイサービス）		118 		6.5%		113		1195				1308		22.8%

						（看護）小規模多機能型居宅介護		13 		0.7%		13		11				24		0.4%

						定期巡回・随時対応型訪問介護看護		1 		0.1%		1		0				1		0.0%

						居宅介護支援 キョタク カイゴ シエン		94 		5.2%		82		19				101		1.8%

				居住系 キョジュウケイ		認知症対応型共同生活介護（認知症グループホーム）		68 		3.7%		105		574				679		11.8%

						特定施設入居者生活介護（介護付き有料老人ホーム） カイゴツ ユウリョウ ロウジン		57 		3.1%		24		572				596		10.4%

						特定施設入居者生活介護（軽費老人ホーム、ケアハウス）		21 		1.2%		41		103				144		2.5%

						特定施設入居者生活介護（養護老人ホーム等） ヨウゴ ロウジン トウ		44 		2.4%		45		51				96		1.7%

						サ高住、有料（特定以外） コウジュウ ユウリョウ		12 		0.7%		4		1				5		0.1%

						軽費老人ホーム、ケアハウス（特定以外）		32 		1.8%		49		0				49		0.9%

						養護老人ホーム（特定以外） ヨウゴ ロウジン		35 		1.9%		44		21				65		1.1%

						福祉用具 フクシヨウグ		6 		0.3%		3		265				268		4.7%

				その他 ホカ				5 		0.3%		17		20				37		0.6%

				合計 ゴウケイ				1,822 		100.0%		1300		4438		0		5738		100.0%

						総回答数		1445

						１事業所 ジギョウショ		1081				6789

						複数事業所 フクスウ ジギョウショ		349		5708



		No		サービス種別 シュベツ				回答数 カイトウスウ

								回答数 カイトウ スウ		構成割合 コウセイ ワリアイ

		1		介護保険
施設 カイゴ ホケン シセツ		介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）		1,328 		16.2%				336		992		1328

		2				介護医療院		40 		0.5%				19		21		40

		3				介護老人保健施設		922 		11.2%				243		679		922

		4		居住系 キョジュウケイ		認知症対応型共同生活介護（認知症グループホーム）		695 		8.5%				48		647		695

		5				特定施設入居者生活介護（介護付き有料老人ホーム、軽費老人ホーム、ケアハウス） カイゴツ ユウリョウ ロウジン		2,154 		26.2%				97		2057		2154

		6				特定施設入居者生活介護以外（サ高住、有料老人ホーム等） イガイ コウジュウ ユウリョウ ロウジン トウ		104 		1.3%				70		34		104

		7		在宅系 ザイタクケイ		訪問介護		177 		2.2%				21		156		177

		8				訪問看護 ホウモンカンゴ		41 		0.5%				27		14		41

		9				訪問リハ ホウモン		329 		4.0%				101		228		329

		10				訪問入浴 ニュウヨク		386 		4.7%				0		386		386

		11				通所リハ ツウショ		607 		7.4%				202		405		607

		12				通所介護（デイサービス）		1,039 		12.6%				92		947		1039

		13				居宅介護支援		105 		1.3%				87		18		105

		14				（看護）小規模多機能型居宅介護		13 		0.2%				12		1		13

		15				福祉用具 フクシ ヨウグ		274 		3.3%				2		272		274

		16		その他 ホカ				5 		0.1%				5		0		5

				合計 ゴウケイ				8,219 		100.0%				1362		6857		8219

						01_公益社団法⼈全国⽼⼈保健施設協会		343		23.7%

						02_公益社団法⼈全国⽼⼈福祉施設協議会		735		50.9%

						03_公益社団法⼈⽇本認知症グループホーム協会		38		2.6%

						04_⼀般社団法⼈⽇本慢性期医療協会		23		1.6%

						05_⼀般社団法⼈全国介護事業者連盟		80		5.5%

						06_⾼齢者住まい事業者団体連合会		75		5.2%

						07_⼀般社団法⼈『⺠間事業者の質を⾼める』全国介護事業者協議会		0		0.0%

						08_⼀般社団法⼈⽇本在宅介護協会		12		0.8%

						09_全国社会福祉法⼈経営者協議会		17		1.2%

						10_一般社団法人全国デイ・ケア協会		18		1.2%

						11_一般社団法人日本介護支援専門員協会		75		5.2%

						12_一般社団法人日本福祉用具供給協会		4		0.3%

						13_公益社団法人日本看護協会		17		1.2%

						14 公益社団法人日本理学療法士協会		4		0.3%

						15 一般社団法人日本作業療法士協会 イッパン サギョウ		3		0.2%

						16 一般社団法人日本言語聴覚士協会 イッパン ゲンゴチョウカクシ		0		0.0%

						17 公益社団法人日本介護福祉士会		1		0.1%

								1445



01_公益社団法⼈全国⽼⼈保健施設協会	02_公益社団法⼈全国⽼⼈福祉施設協議会	03_公益社団法⼈⽇本認知症グループホーム協会	04_⼀般社団法⼈⽇本慢性期医療協会	05_⼀般社団法⼈全国介護事業者連盟	06_⾼齢者住まい事業者団体連合会	07_⼀般社団法⼈『⺠間事業者の質を⾼める』全国介護事業者協議会	08_⼀般社団法⼈⽇本在宅介護協会	09_全国社会福祉法⼈経営者協議会	10_一般社団法人全国デイ・ケア協会	11_一般社団法人日本介護支援専門員協会	12_一般社団法人日本福祉用具供給協会	13_公益社団法人日本看護協会	14 公益社団法人日本理学療法士協会	15 一般社団法人日本作業療法士協会	16 一般社団法人日本言語聴覚士協会	17 公益社団法人日本介護福祉士会	343	735	38	23	80	75	0	12	17	18	75	4	17	4	3	0	1	
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2

賃上げの状況

【正社員（全体）：賃上げ額】

前年度比

135.2％

（円）

前年度比

157.0％

【 賃上げ率 】

令和8年度の臨時改定により賃上げは進展したが、全産業には届いていない。
令和9年度改定の対応が極めて重要。

（※）前年度
所定内給与

賃上げ額
（平均） 賃上げ率 うちベア分（額） 賃上げ率

（ベア分）

令和７年度 248,938円 7,483円 3.01％ 4,056円 1.63％

令和８年度 257,267円 10,114円 3.93％ 6,369円 2.48％
※前年度所定内給与は、厚生労働省「賃金構造基本統計調査」の訪問介護従事者と介護職員（医療・福祉施設等）の所定内給与額の加重
平均により作成

5.0？

※

※

※令和８年9月調査時点

※令和7年度は春の調査

※令和8年の春調査結果※



賃上げの状況
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【 職種別賃上げ状況 （額）】（賃上額：円）

6369 6458

5676

5083
5404

5883
5443

10114 10135

8776
8300

8622

9300

8643

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

全体 介護職 看護職 リハ専門職 介護支援専門員 （支援・生活）

相談員

事務職

ベア分
賃上げ額

令和８年度の臨時改定において、加算の対象者を介護従事者に対象を拡大。
（上乗せ措置は、介護職員に限定）



厚生労働省の資料を一部改変

4

8.3万円差

8.2万円差
差1000円縮む
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40.9万

38.3万

37.4万

30.0万

32.0万

34.0万

36.0万

38.0万

40.0万

42.0万

病院

（n=2,502）

訪問看護ステーション

（n=637）

介護施設

（n=141）

差
3.5万円

差
2.6万円

全産業との給与比較

介護職員だけでなく、介護現場で従事する
全職種の給与も全産業との差がある。
むしろ差が拡大している。

勤務先による看護師の給与比較
出典：2024年度看護職員の賃金に関する実態調査(日本看護協会)出典：令和7年「賃金構造基本統計調査」を厚労省で特別集計した額

訪問看護ステーションや介護施設で働く看護職員の
賃金水準は、病院で働く看護職員より低い実態がある。

36.9 

38.6 

39.6 

30.6 
31.0 

31.9 

30.0 30.4 

31.4 

20.0

22.0

24.0

26.0

28.0

30.0

32.0

34.0

36.0

38.0

40.0

令和5年 令和6年 令和7年

全産業平均（役職者抜き） 老人福祉・介護事業 介護職員

差
7.6万

差
8.3万

差
6.9万

差
8.2万

差
6.3万

差
7.7万
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40.6万

43.1万 43.0万

38.0万

39.0万

40.0万

41.0万

42.0万

43.0万

44.0万

介護職員

（介護老人福祉施設）

介護福祉士

（介護老人福祉施設）

介護支援専門員

（居宅介護支援事業所）

必要な資格 なし 介護福祉士

介護福祉士 等

＋（プラス）

介護支援専門員

介護支援専門員の給与
出典：令和7年度介護事業経営概況調査(厚生労働省)

介護支援専門員の人材不足＆処遇改善

1.13

3.96

8.24

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

全職業 介護関係職種 介護支援専門員

有効求人倍率（令和8年2月）
出典：一般職業紹介状況 (厚生労働省)

：福祉分野の求人・求職動向（中央福祉人材センター）

介護関係職種の有効求人倍率は、全産業より高い水準
で推移している。
そのなかでも介護支援専門員の有効求人倍率は、飛び
ぬけており、人材確保が厳しい。

介護支援専門員は高いハードル（法定資格＋実務経験、研
修等）を経て資格を取得しているにも関わらず、給与面で
の評価があまりない。（人材不足に拍車がかかっている）
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その他就業者

5881万人

86%

全就業者数
約6,828万人

医療・福祉分野就業者数
約947万人 （約14％）

3.2
3.5

2.1

3

2.3

0.7

1.7

1

1.9

0.7

1.8

0.5

0.9

-0.9

1.4

0.3 0.2

-1

-0.5

0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

3.5

4

2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

「医療・福祉」産業における入職超過率

入職超過率（＝入職率－離職率）
（％）

うち介護職員数
約212万人 （約3.1％）

働き手が増えない。

介護分野では、介護職員だけでも約212万人が働いている。

（参考）



物価高騰等の状況
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578.5

201.7

173.6

602.2

213.4
198.8

0.0
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600.0

電気代 ガス代 燃料費

物価高騰の状況（全体）

令和6年6月 令和8年6月

前々年度比

114.3％

前々年度比

101.7％

前々年度比

118.0％

3,759

2,787

8,496

3,913

2,826

8,942

4,218

2,927

9,481

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

給食材料費 調理員人件費 給食業務委託費

給食関係費

令和6年6月 令和7年6月 令和8年6月

前々年度比

112.2％

前々年度比

105.0％

前々年度比

111.6％
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105.6

113.3

106.0

112.1

114.7

126.4

90.0

100.0

110.0

120.0

130.0

総合 自動車等関係費 設備修繕・維持

（参考） 2020年基準 消費者物価指数（ＣＰＩ）の動向 （年平均の推移）
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115.1112.9

129.1
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総合 ガス代 光熱・水道 電気代 食料



経営の状況
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【介護サービス全体】（今回の調査における事業所の経営状況）

（令和8年6月）

黒字事業所

44.0%
赤字事業所

56.0%

黒字事業所

54.9%

赤字事業所

45.1%

【在宅系サービス】

黒字事業所

42.4%

赤字事業所

57.6%

【介護保険施設】

（令和8年6月）

足元では、約６割の事業所が赤字
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（億円）

11

（参考）

仕事と介護の両立困難による経済損失
（2030年で9.2兆円）

倒産件数は右肩上がりで増加。

介護崩壊は、高齢者だけの問題ではない。

日本経済にも深刻な影響。



12

令和9年度介護報酬改定に向けて（経営の現状）

①

10.3%

②78.9%

③

10.8%

Ｑ１. 令和７年度補正予算による支援や令和8年度介護報酬（臨時）改定（食費の基準費用額等）で、電気・
ガス代や食材費等の継続的な物価上昇に対し、増加分コストをカバーできていますか？

①：令和８年度介護報酬改定や令和７年度補正予算の支援策によって物価高騰分は
ほぼカバーできており、経営に支障はない。

②：物価高騰分についてはカバーが不十分であり、収支悪化や赤字化を招いている。

③：全くカバーできておらず、給食経費の見直しや事業の一部を縮小・休止せざるを
得ない深刻な状況にある。

Ｑ２. 骨太の方針2026においては、次期介護報酬改定において「物価の変動に適切に対応」するとされ
ていますが、次期介護報酬改定で、物価高騰等を補う「基本報酬の引き上げ」がない場合、貴施設
の経営は今後どうなりますか？

①

27.4%

②

58.0%

③

10.7%

④

3.8%

①：経営努力により収支の維持が可能。

②：収支悪化や赤字により、他事業の補填や借入がなければ3年耐えられない。

③：1〜2年以内に事業縮小を検討せざるを得ない。

④：1〜2年以内に廃業・撤退、またはM&A（譲渡）を具体的に検討せざるを得ない。
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令和9年度介護報酬改定に向けて（経営の現状）

Ｑ３. 骨太の方針2026においては、次期介護報酬改定において「他職種と遜色のない処遇改善の実現を図る」とされていま
すが、他産業で高水準の賃上げ （春闘5%台など）が続く中、次期介護報酬改定において「介護職員等処遇改善加算」の
さらなる加算率引き上げ（拡大）が行われない場合、貴施設で他産業に追従する賃上げを継続することは可能ですか？

①：加算の拡大（引き上げ）がなくても、自己資金（経営努力）によって他産業並みの
賃上げを継続できる。

②：加算の拡大がなければ、自己資金での賃上げはすでに限界に達しており、これ以
上の賃上げは不可能 （他産業との格差が広がり、職員の離職や採用難が致命的
になる）

③：加算の拡大がない場合、他産業への人材流出を防ぐための賃上げどころか、定
期昇給や賞与の維持すら極めて困難である。

Q4. 骨太の方針2026においては、「老朽化・災害対策を含む施設・設備の計画的な整備を支援する」とされましたが、将来的
な建物・大型設備（空調、給湯、エレベーター等）の更新や、災害時の避難機能・防災対策に向けた「計画的な資金の積立
（自己資金の確保）」はできていますか？

①：現在の基本報酬水準で十分に利益（内部留保）が出ており、計画的な積立ができ
ている。。

②：日々の運転資金（人件費や物価対応）で手一杯であり、修繕・防災のための積立
は「全くできていない （故障時は事業継続の危機）」。

③：資金不足のため、すでに必要な修繕や災害対策を放置・断念せざるを得ない状
態にある。

①2.7%

②66.3%

③

31.0%

①9.1%

②72.5%

③

18.4

%
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